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1 目的と内容 

コンクリートは、鉄筋コンクリート（RC）部材・造建造物の基幹構造材料として、建築・

土木分野で多量に使用される。持続可能な社会の構築のために、コンクリート材料および建造

物においても、使用中の要求性能・機能および品質の確保に留意しながらも、ライフサイクル

での合理的な資源循環と環境負荷低減化を図る重要性が大きい。高炉セメントやフライアッシ

ュセメントなどの再生型材料を利用した混合セメントコンクリートは、資源および環境の視

点からみると、持続可能な開発目標（SGDｓ）1)への対応に有効である。この報告は、資源

生産性（TMR）、ライフサイクル環境負荷（LCA）、長期力学的特性・耐久性のバランスに配

慮した形で、これらの混合セメントコンクリートの持続可能性の評価を行った結果に関するも

のである。 

 

2. 方法 

統一した調合条件（水量、粗骨材量一定、水セメント比 40、50、60％)で製造した各種

のコンクリートについて得られた総材料投入量および 28 日および 91 日圧縮強度のデータに

基づいて、資源生産性の視点から、検討を行うことにする。また、コンクリートを構成する

セメント、天然粗骨材砕石、天然細骨材砕砂などのエネルギー原単位や、環境負荷物質排出

量のデータを入手し、それらを基に、調合に基づく計算の積み上げにより、普通ポルトラン

ドセメントコンクリート(OPC)、高炉セメント（Ｂ種）コンクリート(BFC)、フライアシュセ

メント（Ｂ種）コンクリート(FAC)の３種のコンクリートの１ｍ３の製造に伴 う単位エネル

ギー消費量等を算出し、地球環境影響度評価を行う。 

 

3. 結果 

BEES5．0 を利用し、各種のコンクリートについて、単位エネルギー消費量、地球温暖化影響度評

価と可視化を行った。また、28日および91日圧縮強度あたりおける地球環境影響度の評価も行った 

た。図－1に、そのうちの生コン1ｍ3に対する地球温暖化影響度の結果の一部を示す 

図－1 各種のコンクリートの温暖化影響度評価結果」 



4. 結論とまとめ 

普通ポルトランドセメントコンクリート(OPC)、高炉セメント（Ｂ種）コンクリート 

(BFC)、フライアシュセメント（Ｂ種）コンクリート(FAC)の３種について、ライフサイク

ルインベントリー(LCI)分析を行い、次の結論を得た。 

1) 1ｍ3 あたりの総材料投入量は、水セメント比とともに大きくなるが、W/C=50％で

は、OPC が最も大きい。 

2) 28 日圧縮強度および 91 日圧縮強度あたりの総材料投入量および環境負荷物質排出

量の算定を行い、その評価を行った。 

3) 単位エネルギー消費量、地球温暖化、酸性雨、大気汚染いずれの地球環境影響度の

点においてでも、混合セメントコンクリートが有効であると考えられる。 
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